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１．放射能レベル低減方策

廃止措置にあたり解体・撤去を行う設備に対して放射能レベルを低減させる方策とし
ては、大きく分けて時間的減衰を図る方法と全系統除染を実施する方法がある。

① 時間的減衰

安全貯蔵期間を長く設定することにより、放射能を時間的に減衰させる。

� 安全貯蔵期間の長さに応じた放射能の時間的減衰により、放射線業務従事者の被ばく低減効果が期待
できる。

� 安全貯蔵期間を長くすると、廃止措置全体の期間が長くなる。

� 放射化による汚染※１および二次的な汚染※２に対して有効。

② 全系統除染

化学薬品を系統全体に流すことにより、設備や配管表面に付着した放射性物質を除去する。

� 系統全体の放射線量が高い場合に被ばく低減に有効であり、また、廃止措置全体の期間を短くできる。

� 全系統除染はポンプ等プラント設備を使用することから、廃止措置開始の早い段階で実施する必要が
あり、除染作業に伴う被ばくと放射能レベルの比較的高い廃棄物が発生することとなる。

� 二次的な汚染に対して有効。

※１：原子炉運転中の中性子照射により、炉内構造物等の構造材が放射化されるため、このような汚染を放射化による汚染という。
ここで、炉心構造物等の材質はステンレス鋼であり、これに不純物として含まれるＣｏの放射化により生成される60Ｃｏが
他の物質に比べて線量の寄与度が高い。

※２：１次冷却材中には、配管等の母材部から剥離または溶解した腐食生成物が存在しており、これに不純物として含まれるＣｏ
が炉心部で放射化され、循環の過程で配管等の表面に付着する。このような汚染を二次的な汚染という。これについても
※１と同様、 60Ｃｏの線量寄与度が高い。
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伊方１号機は、蒸気発生器や広範囲にわたる１次系配管の取替を行っており、
系統全体としては比較的放射線量が低いことから全系統除染は行わず、安全貯蔵
を長くすることや線量の高い箇所に特化した部分的な除染を行うことで、被ばく
ならびに放射性廃棄物の低減を図ることとしている。

２．放射能レベル低減方策の選定

具体的には、

� 安全貯蔵期間を２５年と長くすることで第３段階に解体撤去を行う線量の高
い原子炉領域設備（原子炉容器、炉内構造物等）及びメインループを構成す
る設備（蒸気発生器、一次冷却材ポンプ、一次冷却材管等）の放射能の時間
的な減衰を図り、放射線業務従事者の被ばく低減に資することとしている。

� 時間的な減衰によりプラント全体の放射能レベルが低減するとともに、詳細
な汚染状況の調査を踏まえ、除染が有効と考えられる範囲については部分的
な除染を行うことにより、例えば、設備や配管表面に付着した放射性物質の
放射能レベル区分をＬ２からＬ３へ下げるなど、系統除染と同等の放射能レ
ベル区分まで下げることができ、放射性廃棄物の発生量の低減を図れると考
えている。また、系統除染に伴い発生する放射能レベルの比較的高い廃棄物
も抑制できる。なお、放射能レベル区分毎の廃棄物量については、第１段階
にて精査し、第２段階開始までに行う廃止措置計画変更認可申請に反映する
こととしている。
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電離放射線障害防止規則（第３条の２抜粋）

労働者が常時立ち入る場所における外部放射線による実効線量と空気中の放射性
物質による実効線量との合計を１週間につき１ｍSv以下にしなければならない。

３．安全貯蔵期間の設定

１週間の作業時間を４０時間と想定した
場合の線量当量率は０．０２５ｍSv/hで
あるが、管理区域には１日１０時間立入
できることなどより、保守性を見込んで
０．０１ｍSv/hを目安に安全貯蔵期間を
設定することとした。

原子炉格納容器内の雰囲気線量当量率は
最大で０．１５ｍSv/hであるが、今後、
機器・配管等の内部に残存している水に
よる遮蔽効果がなくなることを考慮して
０．２３ｍSv/h程度に増加すると推定し
た。

ＰＷＲプラントの支配的な外部被ばく線源はコバルト60であることから、半減期が
約５．３年であることを考慮し、雰囲気線量当量率を０．０１ｍSv/hまで減衰させ
るために安全貯蔵期間を２５年として設定した。

時間的減衰を図るとの方針の下、以下の考え方に基づき安全貯蔵期間を設定



4

� 放射化による汚染および二次的な汚染ともに、放射線業務従事者の被ばくへの
寄与は、コバルト60が大きいことより、安全貯蔵期間を１０年間長くすること
で、コバルト60の放射能量は時間的減衰により低下し、作業場の線量当量率が
低減できる。

具体的には、コバルト60の半減期は約５．３年であることから、放射線業務従
事者の被ばくは１/２（１０／５．３）≒１／４程度になると考えられる。

� また、二次的な汚染により線量の高い設備については、機械的方法または化学
的方法を効果的に組み合わせた除染を行い、放射化による汚染により放射能レ
ベルの比較的高い原子炉領域設備の解体においては、水中での切断、遠隔操作
による切断等の工法を採用することにより、更なる被ばく低減を図ることとす
る。

４．被ばく低減効果
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【参考１】 １号機 旧炉内構造物保管容器の表面線量当量率 減衰状況

H16.10.11
～

H16.10.16
H28.8.18

1 <0.001 <0.001 －

2 0.25 0.080 1/3

3 0.50 0.082 1/6

4 0.60 測定不可 －

5 0.45 0.085 1/5

6 0.55 0.073 1/8

※：Co-60の半減期は約５．３年のため、計算上は１１．８年経過すれば約４．７分の１まで減衰

１号機　旧炉内構造物保管容器の表面線量当量率測定場所

測定点

表面線量当量率（mSv/h)

減衰状況
(※)

① ②
③

④

⑤

⑥

放射化により汚染された放射性廃棄物の例として、
伊方１号機 旧炉内構造物保管容器の表面線量当量率について減衰状況の確認結果を以下に示す。
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【参考２】 １号機 旧蒸気発生器の表面線量当量率 減衰状況

二次的な汚染による放射性物質の例として、
伊方１号機 旧蒸気発生器の表面線量当量率について減衰状況の確認結果を以下に示す。


